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57歴史都市における密集市街地再生への行政関与のあり方に関する研究
表　付1-a 作成した指標及びその元データの要約統計量（その1）
注1） 各区別及びその合計としての京都市の人口及び一般世帯数の総数は、居住期間別人口や家族類型別一般世帯数
などのデータが把握できる町・丁のみを対象としたものであり、「平成27年国勢調査」における公表値とは一
致していない。
注2） 京都市による「細街路調査」の結果は公表されていないため、「非道路・避難用通路延長（m）」の実数値は掲
載しない。
〈付録〉
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表　付1-b 作成した指標及びその元データの要約統計量（その２）
注1） 各区別及びその合計としての京都市の人口及び一般世帯数の総数は、居住期間別人口や家族類型別一般世帯数
などのデータが把握できる町・丁のみを対象としたものであり、「平成27年国勢調査」における公表値とは一
致していない。
注2） 京都市による「細街路調査」の結果は公表されていないため、「非道路・避難用通路延長（m）」の実数値は掲
載しない。
59歴史都市における密集市街地再生への行政関与のあり方に関する研究
表　付２-a 指標間の相関係数表（北区）
表　付２-b 指標間の相関係数表（上京区）
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表　付２-c 指標間の相関係数表（左京区）
表　付２-d 指標間の相関係数表（中京区）
61歴史都市における密集市街地再生への行政関与のあり方に関する研究
表　付２-e 指標間の相関係数表（東山区）
表　付２-f 指標間の相関係数表（山科区）
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表　付２-g 指標間の相関係数表（下京区）
表　付２-h 指標間の相関係数表（南区）
63歴史都市における密集市街地再生への行政関与のあり方に関する研究
表　付２-i 指標間の相関係数表（右京区）
表　付２-j 指標間の相関係数表（伏見区）
